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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第111期

第２四半期連結
累計期間

第111期
第２四半期連結
会計期間

第110期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 511,841 254,012 1,077,897

経常利益（百万円） 14,521 7,404 40,977

四半期（当期）純利益（百万円） 10,189 4,887 31,033

純資産額（百万円） － 178,019 255,476

総資産額（百万円） － 903,690 978,299

１株当たり純資産額（円） － 205.09 297.75

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
12.88 6.18 39.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 18.0 24.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
306 － 62,750

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△17,473 － △26,388

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
21,570 － △30,892

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 13,612 13,123

従業員数（人） － 24,276 25,164

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

　　　　　　い。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業につき、主な事業内容の

変更と主要な関係会社の異動は、次のとおりである。

　　

　　（その他部門）

　　　当社連結子会社であった㈱ルネサンスが、３「関係会社の状況」に記載のとおり関連会社へ移行した。これに伴　

　　い、該社が営むフィットネス事業については、当社グループの主な事業には該当しなくなった。　

 

　    なお、上記以外の事業部門については、事業の内容について重要な変更はなく、また主要な関係会社にも異動はな

　　い。

 

３【関係会社の状況】

  当第２四半期連結会計期間において、当社連結子会社であった下記㈱ルネサンスが、吸収合併を行うに際し、合併の

対価として普通株式を発行した。これに伴い、該社に対する当社の議決権所有割合が低下したことにより、子会社から

関連会社へ移行した。

　
平成20年９月30日現在　

名称 住所
資本金

（百万円）
事業の内容

議決権の所有割合

（％）
関係内容

（持分法適用関連会社）

　㈱ルネサンス

　

東京都墨田区 2,210
　フィットネス事

　業の企画、運営
46.3 　役員の兼任　有

　　　（注）有価証券報告書を提出している会社である。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 24,276  

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 4,281  

　（注）60歳定年制を採用している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

印刷材料事業部門 150,827

工業材料事業部門 49,319

機能製品事業部門 25,214

電子情報材料事業部門 12,089

その他 4,088

計 241,537

　（注）１．生産実績は期中平均販売価格により算出している。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2）受注状況

　主に見込生産によっている。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

印刷材料事業部門 153,993

工業材料事業部門 46,599

機能製品事業部門 34,337

電子情報材料事業部門 12,576

その他 6,507

計 254,012

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

(1)各事業の種類別セグメントの業績

　

　四半期報告制度の導入初年度であるため、比較、分析に用いた前年同期数値は、独立監査人による四半期レビューを受け

ていない。

　

 売上高 営業利益 

　
当第２四半期
連結会計期間
（百万円）

前第２四半期
連結会計期間
（百万円）

増減比
当第２四半期
連結会計期間
（百万円）

前第２四半期
連結会計期間
（百万円）

増減比

印刷材料 154,596 164,690 △6.1%　 6,675 10,202 △34.6%　

工業材料 50,088 49,112 2.0%　 1,817 2,296 △20.9%　

機能製品 34,672 32,134 7.9%　 839 1,040 △19.3%　

電子情報材料 12,630 12,644 △0.1%　 1,196 1,504 △20.4%　

その他 6,523 17,423 △62.6%　 △398 379 赤字化　

消去又は全社 △4,497 △4,261 －　 △1,674 △1,816 －　

計 （含む為替影響） 254,012 271,742 △6.5%　 8,455 13,605 △37.9　

　

  各事業部門の業績は次のとおりである。前年同期比の（　）内の数値は、為替変動の影響を排除した増減比を表してい

る。なお、印刷材料事業部門の業績には事業部門内の地域間取引が含まれており、合計金額は上記の業績数値と一致しな

い。

　

[印刷材料事業部門］

・日本 　　　　　　　　　　売 上 高： 　　28,226百万円 前年同期比 　　＋  1.1％

　 　　　　　　　　　   　 営業利益： 　　　△12百万円 前年同期比　　    赤字化

  グラビアインキは、軟包装材関連が飲料・食品を中心に堅調に推移したが、オフセットインキは出版・チラシ関連

の不振が続き、低調に推移した。新聞インキは、新聞発行部数・ページ数の減少傾向が続いており、墨は減少したが、カ

ラーは堅調に推移した。有機顔料は、インキ用は堅調に推移したが、塗料・プラスチック用は前年同期並みとなった。

  営業利益は、原材料価格の急激な上昇に対する販売価格の是正が一部にとどまったことから、減益となった。

　

　  ・米州・欧州 　　　　　　　売 上 高： 　 112,583百万円 前年同期比 　　 △ 8.0％ （△ 1.6％）

  　   　　　　　　　　　　　  営業利益：　　  5,972百万円 前年同期比　    △24.8％ （△22.7％）

　　　北米では、景気減速の影響からパッケージ用インキが落ち込んだことに加え、印刷業界の不振により出版用インキ

　　や新聞インキも低調に推移した。中南米では、新聞インキやパッケージ用グラビア・フレキソインキが好調に推移し　

　　た。欧州では、パッケージ用グラビア・フレキソインキや新聞インキが景気減速の影響により落ち込んだものの、オ

　　フ輪インキや出版用グラビアインキは伸長した。有機顔料は、自動車用や化粧品用は好調に推移したが、インキ用、

　　プラスチック用が苦戦したことから、低調に推移した。

　　　営業利益は、原材料価格の上昇に加え、需要の減少、品目構成の悪化などにより、減益となった。

　

　  ・アジア・オセアニア       売 上 高： 　  18,150百万円 前年同期比 　　 ＋ 2.8％ （＋ 7.3％）

                               営業利益：　      981百万円 前年同期比　    △22.8％ （△15.6％）

      中国では、オフセットインキ、グラビアインキ及び新聞インキが共に堅調に推移したが、華南地区では輸出企業向

　　けが苦戦した。インドでは、特に新聞インキ及びグラビアインキが好調に推移した。オーストラリア、ニュージーラ

　　ンドでもオフセットインキや新聞インキが伸長したが、減速感が見え始めた。

　　　営業利益は、原材料価格の上昇に対する販売価格の是正が、中国・台湾地域で十分に進展せず、減益となった。
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　 ［工業材料事業部門］ 　　　　 売 上 高： 50,088百万円 前年同期比　 ＋ 2.0％ （＋ 4.1％）

 　　　　　　　　　　　　　　　　営業利益：  1,817百万円 前年同期比　 △20.9％ （△20.0％）

　　　塗料用樹脂は、家電用のＵＶ塗料や光学フィルム用ＵＶ樹脂などの高付加価値製品が大幅に伸長したことに加え、

　　海外において汎用品が好調に推移した。ウレタン樹脂は、主として住宅設備関連向けが不振であったことから、低調

　　に推移した。一方、環境調和型製品である水性ウレタン樹脂は堅調に推移した。エポキシ樹脂は、塗料・土木用新製

　　品の市場投入などが寄与したが、電材用が低調に推移した。不飽和ポリエステル樹脂は、海外において好調に推移し　

　　た。

　　　営業利益は、高付加価値製品の売上増による寄与があったが、全体としては原材料価格の急激な上昇に対する販売　

　　価格是正の遅れにより、減益となった。

　

　 ［機能製品事業部門］          売 上 高： 34,672百万円 前年同期比 　＋ 7.9％ （＋ 9.2％）

                                 営業利益：    839百万円 前年同期比 　△19.3％ （△18.7％）

　　　機能性光学材料は好調に推移した。工業用粘着テープは、ＴＶ用が生産台数の減少などにより、微減となった。化

　　粧板や樹脂着色剤は、住宅設備関連向けが不振だったことにより、低調に推移した。多層フィルムは食品用が好調に

　　推移し、ポリスチレンは、多分岐ＰＳがフィルム分野に加え、新規に射出成形分野でも採用となったことから、堅調

　　に推移した。

　　　営業利益は、原材料価格の急激な上昇に対する販売価格是正の遅れにより、減益となった。

　

　 ［電子情報材料事業部門］      売 上 高： 12,630百万円 前年同期比 　△ 0.1％ （＋ 5.9％）

                              　 営業利益：  1,196百万円 前年同期比　 △20.4％ （△18.8％）

　　　ＴＦＴ液晶は、採用ユーザーの増加などにより、大幅に伸長した。ＳＴＮ液晶は、携帯電話向けの需要減少などに

　　より、低調に推移した。ＰＰＳコンパウンドは、ＩＴ関連向けの落ち込みを自動車用でカバーし、微増となった。顔

　　料型インクジェットインキは堅調に推移したが、特殊磁気テープは欧米向けの不振が影響し、低調に推移した。

　　　営業利益は、ＳＴＮ液晶や特殊磁気テープの落ち込みなどにより、減益となった。

　

　  (2)各所在地別セグメントの業績

　

　 ［日本］                      売 上 高：112,090百万円    

 　　　　                        営業利益：  3,257百万円   

　　　売上高は、工業材料事業部門などにおける高付加価値製品の寄与はあったが、子会社の連結対象外への移行の影響　　

　　などにより、減収となった。営業利益は、原材料価格の急激な上昇に対する販売価格の是正が追いつかず、減益とな

　　った。     

　            

　 ［米州］                      売 上 高： 42,495百万円    

                                 営業利益：  △220百万円    

　　　売上高は、中南米では好調に推移したが、北米での需要の減少などが大きく影響したことから、減収となった。営

　　業利益は、北米における原材料の急激な上昇に対する販売価格是正の遅れや品目構成の悪化などが影響し、減益とな

　　った。      

　

　  [欧州］                      売 上 高： 75,011百万円      

                                 営業利益：  5,813百万円    

　　　売上高は、景気減速の影響などから減収となった。営業利益は、需要の減少に加え、品目構成の悪化などの影響に

　　より、減益となった。　   

　

　 ［アジア・オセアニア］        売 上 高： 36,407百万円        

                                 営業利益：  1,297百万円      

　　　売上高は、中国やインドにおいて好調に推移したことから、増収となった。営業利益は、原材料価格の急激な上昇

　　に対する販売価格の是正が追いつかず、減益となった。
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　  (3)キャッシュ・フローの状況

　

　 ［営業活動によるキャッシュ・フロー］

　当第２四半期連結会計期間は、税金等調整前四半期純利益が7,242百万円、減価償却費が8,782百万円となった。また、

賞与引当金を計上した一方で、運転資本の増加により資金を使用した結果、営業活動により得られた資金の総額は

2,140百万円となった。

　

　 ［投資活動によるキャッシュ・フロー］

　当第２四半期連結会計期間は、設備投資に11,413百万円の資金を使用した。一方、投資有価証券の売却により4,279百

万円の資金を取得した。以上の結果、投資活動により使用した資金の総額は7,034百万円となった。

　

　 ［財務活動によるキャッシュ・フロー］

  当第２四半期連結会計期間は、借入金の返済により619百万円の資金を使用した。以上の結果、財務活動により使用

した資金の総額は988百万円となった。
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　  (4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。　

　

　  (5)研究開発活動

　  　 当第２四半期連結会計期間における研究開発費は、4,000百万円であり、このほか、当社において、製品の改良・　　  　 

カスタマイズに関わる費用など技術関連費用が、4,618百万円ある。

　  　 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の体制及び方針に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間における主要な設備の重要な異動は、以下のとおりである。

　

　議決権所有割合の低下により連結の範囲から除外されたことによる設備の減少

会社名
（主な所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

工具、器
具及び
備品

土地
(面積千㎡)

建設仮
勘定

合計

㈱ルネサンス

両国スポーツクラブ、他

(東京都墨田区、他)

その他

フィットネ

スクラブ施

設、他

5,785 199 669
552

(7)
12 7,217 1,003

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完了

したものは、次のとおりである。

 

新設

　当社において、前四半期連結会計期間末に計画していた鹿島工場の顔料製造設備の新設については、平成20年８月

に完了、操業を開始している。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 792,872,048 792,872,048

㈱東京証券取引所

㈱大阪証券取引所

㈱名古屋証券取引所

各市場第一部

－

計 792,872,048 792,872,048 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日　
－ 792,872 － 82,423 － 80,022
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　日誠不動産株式会社 　東京都中央区日本橋３丁目７番20号 53,104 6.70

　大日製罐株式会社 　東京都千代田区外神田２丁目16番２号 42,561 5.37

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社（信託口）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 40,905 5.16

　第一生命保険相互会社

　（常任代理人　資産管理サービ

　ス信託銀行株式会社）

　東京都千代田区有楽町１丁目13番１号

　（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
35,000 4.41

　日辰貿易株式会社 　東京都中央区日本橋３丁目７番20号 31,277 3.94

　日本マスタートラスト信託銀行

　株式会社（信託口）
　東京都港区浜松町２丁目11番３号 26,692 3.37

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社（信託口４Ｇ）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 24,623 3.11

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社（信託口４）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 20,952 2.64

　あいおい損害保険株式会社

　（常任代理人　日本マスタート

　ラスト信託銀行株式会社）

　東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号

　（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
18,203 2.30

　イーグル

　（常任代理人　株式会社三菱東

　京ＵＦＪ銀行）

　Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　２９９２　

　ＲＩＹＡＤＨ　１１１６９　

　ＫＩＮＧＤＯＭ　ＯＦ　ＳＡＵＤＩ　

　ＡＲＡＢＩＡ

　（東京都千代田区丸の内２丁目７番１

　号）

13,983 1.76

計 － 307,302 38.76

　（注）　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりである。

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口) 証券投資信託 10,743千株 年金信託 14,823千株

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口）

証券投資信託 11,230千株 年金信託 7,117千株

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

　

年金信託

　

3,046千株
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（６）【議決権の状況】

　

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,711,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 788,525,000 788,525 －

単元未満株式 普通株式 2,636,048 － －

発行済株式総数 792,872,048 － －

総株主の議決権 － 788,525 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が21,000株含まれている。ま

　　　　　た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれている。

　

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

ＤＩＣ株式会社

東京都板橋区坂下３

丁目35番58号
1,711,000 － 1,711,000 0.22

計 － 1,711,000 － 1,711,000 0.22

　（注）　このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株ある。

　　　　　なお、当該株式は、上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 340 367 360 318 305 242

最低（円） 294 323 293 263 236 191

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条

第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,616 13,127

受取手形及び売掛金 ※2
 243,999

※2
 241,637

商品及び製品 94,273 90,347

仕掛品 21,747 19,332

原材料及び貯蔵品 54,464 49,524

その他 42,599 40,730

貸倒引当金 △13,586 △14,031

流動資産合計 457,112 440,666

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 111,795

※1
 120,603

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 92,774

※1
 98,851

工具、器具及び備品（純額） ※1
 14,914

※1
 16,529

土地 61,729 63,439

建設仮勘定 19,800 16,195

有形固定資産合計 301,012 315,617

無形固定資産

のれん ※6
 3,290 67,654

その他 14,470 15,759

無形固定資産合計 17,760 83,413

投資その他の資産

投資有価証券 34,979 35,735

その他 93,447 103,439

貸倒引当金 △620 △571

投資その他の資産合計 127,806 138,603

固定資産合計 446,578 537,633

資産合計 903,690 978,299

EDINET提出書類

ＤＩＣ株式会社(E00901)

四半期報告書

14/31



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 171,445 169,981

短期借入金 111,883 135,922

コマーシャル・ペーパー 6,572 490

1年内償還予定の社債 5,000 －

未払法人税等 2,672 8,763

賞与引当金 2,478 3,067

その他 82,842 93,099

流動負債合計 382,892 411,322

固定負債

社債 66,000 71,000

長期借入金 221,662 185,590

退職給付引当金 24,576 25,560

製品補償損失引当金 700 700

その他 29,841 28,651

固定負債合計 342,779 311,501

負債合計 725,671 722,823

純資産の部

株主資本

資本金 82,423 82,423

資本剰余金 80,027 80,027

利益剰余金 ※6
 38,461 88,377

自己株式 △632 △608

株主資本合計 200,279 250,219

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 245 847

繰延ヘッジ損益 △27 △97

年金負債調整額 ※5
 △18,684

※5
 △20,041

為替換算調整勘定 ※6
 △19,552 4,666

評価・換算差額等合計 △38,018 △14,625

少数株主持分 15,758 19,882

純資産合計 178,019 255,476

負債純資産合計 903,690 978,299
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　 至　平成20年９月30日）

売上高 511,841

売上原価 409,618

売上総利益 102,223

販売費及び一般管理費

従業員給料及び手当 28,919

貸倒引当金繰入額 1,362

賞与引当金繰入額 916

退職給付費用 2,951

その他 50,857

販売費及び一般管理費合計 85,005

営業利益 17,218

営業外収益

受取利息 1,567

受取配当金 131

持分法による投資利益 1,081

その他 1,183

営業外収益合計 3,962

営業外費用

支払利息 3,991

為替差損 257

その他 2,411

営業外費用合計 6,659

経常利益 14,521

特別利益

投資有価証券売却益 948

固定資産売却益 894

特別利益合計 1,842

特別損失

たな卸資産評価損 685

固定資産処分損 603

リストラ関連退職損失 588

投資有価証券評価損 406

減損損失 68

特別損失合計 2,350

税金等調整前四半期純利益 14,013

法人税等 ※1
 3,484

少数株主利益 340

四半期純利益 10,189
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　 至　平成20年９月30日）

売上高 254,012

売上原価 203,537

売上総利益 50,475

販売費及び一般管理費

従業員給料及び手当 14,233

貸倒引当金繰入額 548

賞与引当金繰入額 771

退職給付費用 1,495

その他 24,973

販売費及び一般管理費合計 42,020

営業利益 8,455

営業外収益

受取利息 1,093

受取配当金 43

持分法による投資利益 596

その他 564

営業外収益合計 2,296

営業外費用

支払利息 1,872

為替差損 106

その他 1,369

営業外費用合計 3,347

経常利益 7,404

特別利益

投資有価証券売却益 825

固定資産売却益 236

特別利益合計 1,061

特別損失

リストラ関連退職損失 497

投資有価証券評価損 406

固定資産処分損 320

特別損失合計 1,223

税金等調整前四半期純利益 7,242

法人税等 ※1
 2,160

少数株主利益 195

四半期純利益 4,887
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　 至　平成20年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 14,013

減価償却費 19,564

減損損失 68

のれん償却額 566

貸倒引当金の増減額（△は減少） 588

賞与引当金の増減額（△は減少） △395

受取利息及び受取配当金 △1,698

持分法による投資損益（△は益） △1,081

支払利息 3,991

固定資産除売却損益（△は益） △291

投資有価証券評価損益（△は益） 406

投資有価証券売却損益（△は益） △948

売上債権の増減額（△は増加） △7,684

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,207

仕入債務の増減額（△は減少） 3,845

その他 △3,981

小計 10,756

利息及び配当金の受取額 544

利息の支払額 △3,708

法人税等の支払額 △7,286

営業活動によるキャッシュ・フロー 306

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △22,046

有形固定資産の売却による収入 2,164

無形固定資産の取得による支出 △953

無形固定資産の売却による収入 8

関係会社株式及び出資金の売却による収入 311

投資有価証券の取得による支出 △723

投資有価証券の売却及び償還による収入 4,485

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△371

その他 △348

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,473

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,106

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 6,131

長期借入れによる収入 27,285

長期借入金の返済による支出 △333

配当金の支払額 △3,956

少数株主への配当金の支払額 △395

自己株式の純増減額（△は増加） △24

その他 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,570

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,601

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 802

現金及び現金同等物の期首残高 13,123

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △313

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 13,612
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、DIC

International Chemicals (S) Pte Ltd他１社を

解散等により、連結の範囲から除外した。

また、当第２四半期連結会計期間より、㈱

ルネサンス他２社を議決権所有割合の低

下等により連結の範囲から除外し、会社

の設立等によりLianyungang DIC Color Co

., Ltd.他２社を新たに連結子会社に加え

た。

（2）変更後の連結子会社の数

　175社　

２．持分法の適用に関する事

項の変更

（1）持分法適用関連会社の変更

　当第２四半期連結会計期間より、㈱ルネ

サンスを議決権所有割合の低下により、

持分法適用関連会社に加え、出資金売却

によりWuxi DIC Epoxy Co., Ltd.を持分法

適用対象から除外した。

（2）変更後の持分法適用関連会社の数

　34社　

３．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更

たな卸資産　

　国内連結会社は、通常の販売目的で保有

するたな卸資産については、従来、主とし

て総平均法による低価法によっていた

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定している。

　これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業利益は402百万円、経常利益は

99百万円、税金等調整前四半期純利益は

784百万円それぞれ減少している。

　また、セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載している。　
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　 （2）リース取引に関する会計基準の適用

　国内連結会社は、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、従来、賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　

会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸表

から適用することができるようになった

ことに伴い、第１四半期連結会計期間か

らこれらの会計基準等を適用し、リース

取引開始日が平成20年４月１日以後の所

有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついて、通常の売買取引に係る会計処理

によっている。また、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引に係るリース資産の

減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用している。

　なお、連結財務諸表においては、リース

資産総額に重要性が乏しいと認められる

ため、リース料総額から利息相当額の合

理的な見積額を控除しない方法による会

計処理を採用している。

　これによる当第２四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益への影響は軽微である。　

　また、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を適用している。　
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　 （3）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し

ている。これにより、当第２四半期連結累

計期間の営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益は、それぞれ536百万

円減少している。また、過年度分の影響額

を期首残高に計上したことにより、利益

剰余金が56,149百万円、為替換算調整勘定

が7,602百万円それぞれ減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。　

【簡便な会計処理】

採用した簡便な会計処理のうち、重要なものはない。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

税金費用の計算 　一部の連結子会社の税金費用については、

当第２四半期連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算している。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示している。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　機械装置及び運搬具については、従来、主な耐用年数を３

～17年としていたが、第１四半期連結会計期間より、３～11

年に変更している。この変更は、国内連結会社において、法

人税法の改正を契機に耐用年数を見直したものである。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ183百万円

減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載して

いる。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　541,345百万円　

※２　この他、売掛債権流動化による譲渡額53,182百万円が

ある。

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　539,965百万円　

※２　この他、売掛債権流動化による譲渡額57,153百万円が

ある。

　３　次のとおり債務の保証を行っている。 　３　次のとおり債務の保証を行っている。

被保証者名
金額

(百万円)
内容

張家港東亜迪愛生化学有限公
司（TOA-DIC Zhangjiagang 
Chemicals Co.,Ltd.) 

531
金融機関借入に伴う
保証債務

ディーアイシーバイエルポリ
マー㈱

350
金融機関借入に伴う
保証債務

その他4社他 1,730

金融機関借入に伴う
保証債務　1,689
金融機関借入に伴う
保証予約     41　   　　　

計 2,611
保証債務  2,570  
保証予約　   41 　

被保証者名
金額

(百万円)
内容

張家港東亜迪愛生化学有限公
司（TOA-DIC Zhangjiagang 
Chemicals Co.,Ltd.) 

558
金融機関借入に伴う
保証債務

ディーアイシーバイエルポリ
マー㈱

350
金融機関借入に伴う
保証債務

無錫迪愛生環?有限公司
(Wuxi DIC Epoxy Co.,Ltd)

306
金融機関借入に伴う
保証債務

その他4社他 1,946

金融機関借入に伴う
保証債務　1,908     
金融機関借入に伴う
保証予約     38 　　　

計 3,160
保証債務　3,122   
保証予約　　 38　

その他4社は、金融機関との包括的な機械代融資保

証契約に基づく機械の販売先である。

上記のうち主な外貨保証額

 RMB      30,901千　 441百万円

US$ 1,892千　 190 

合計  631 

　 その他4社は、金融機関との包括的な機械代融資保

証契約に基づく機械の販売先である。

　４　受取手形割引高 773百万円 　４　受取手形割引高 715百万円

※５  米国会計基準が適用される在外連結子会社が、米国

財務会計基準書（SFAS）第158号に従って年金負

債を追加計上したことに伴う純資産の調整額であ

る。

※６  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項等の変更」３．(3)に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用

している。これにより、過年度分の影響額を期首残

高に計上したことにより、のれんが

63,751百万円、利益剰余金が56,149百万円、為替換算

調整勘定が7,602百万円それぞれ減少している。　

※５　同左

　

 

 

                     ──────
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　　一部の連結子会社の税金費用については、当第２四

半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算している。なお、法人税等調整

額は法人税等に含めて表示している。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　　一部の連結子会社の税金費用については、当第２四

半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算している。なお、法人税等調整

額は法人税等に含めて表示している。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

現金及び預金勘定 13,616

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △4

現金及び現金同等物 13,612

　２　当第２四半期連結会計期間に連結子会社でなくなっ

た会社の資産及び負債の主な内訳

当第２四半期連結会計期間に議決権所有割合が低

下したことにより㈱ルネサンスを連結の範囲から

除外したことに伴う連結除外時の資産及び負債の

内訳は次のとおりである。

(単位：百万円)

流動資産 2,898

固定資産 17,472

　資産合計 20,370

流動負債 8,602

固定負債 4,308

　負債合計 12,910
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　792,872千株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　  1,711千株

　

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額 　

決議
株式の種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日  配当の原資

平成20年６月25日

  定時株主総会
普通株式 3,956 5 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議
株式の種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日  配当の原資

平成20年11月７日

　　取締役会
普通株式 2,373 3 平成20年９月30日 平成20年12月３日 利益剰余金

４．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用している。これにより、第１四半期連結会計期間にお

いて、過年度分の影響額を利益剰余金期首残高に計上したことにより、利益剰余金が56,149百万円減少し、当第

２四半期連結会計期間末において利益剰余金は38,461百万円となっている。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
印刷材料
（百万円）

工業材料
（百万円）

機能製品
（百万円）

電子情報
材料
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対す

る売上高
153,993 46,599 34,337 12,576 6,507 254,012 － 254,012

(2）セグメント間の

内部売上高又

は振替高

603 3,489 335 54 16 4,497 △4,497 －

計 154,596 50,088 34,672 12,630 6,523 258,509 △4,497 254,012

営業利益 6,675 1,817 839 1,196 △398 10,129 △1,674 8,455

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
印刷材料
（百万円）

工業材料
（百万円）

機能製品
（百万円）

電子情報
材料
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対す

る売上高
304,086 92,234 69,882 24,950 20,689 511,841 － 511,841

(2）セグメント間の

内部売上高又

は振替高

1,202 7,272 619 130 35 9,258 △9,258 －

計 305,288 99,506 70,501 25,080 20,724 521,099 △9,258 511,841

営業利益 13,402 4,420 1,953 2,284 △1,465 20,594 △3,376 17,218

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

(1）事業区分の方法……製品の需要用途等の類似性を考慮して区分している。

(2）各区分に属する主要な製品の名称

印刷材料…………印刷インキ、印刷関連機器・材料、有機顔料

工業材料…………合成樹脂、ポリマ添加剤

機能製品…………合成樹脂コンパウンド・着色剤、建材、石化関連製品、粘着製品、プラスチック成形品

電子情報材料……記録材料、液晶材料、エンジニアリングプラスチック、中空糸

その他……………カラー＆コンフォート
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２．会計処理基準等の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が「印刷材料」で77百万円、「工業材料」で116百万円、「機能製品」で146百万円、「電子情報材料」で56百

万円、「その他」で7百万円それぞれ減少している。

　　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（3）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、

当第２四半期連結累計期間の営業利益が「印刷材料」で536百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末の

資産が64,287百万円減少している。

　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の耐用年数を変更している。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「印刷材料」

で13百万円、「工業材料」で46百万円、「機能製品」で84百万円、「その他」で39百万円、「消去又は全社」

で4百万円それぞれ減少し、「電子情報材料」で3百万円増加している。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・　オ
セアニア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
103,410 42,080 74,987 33,535 254,012 － 254,012

(2）セグメント間の内部

売上高
8,680 415 24 2,872 11,991 △11,991 －

計 112,090 42,495 75,011 36,407 266,003 △11,991 254,012

営業利益 3,257 △220 5,813 1,297 10,147 △1,692 8,455

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・　オ
セアニア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
215,303 83,850 147,884 64,804 511,841 － 511,841

(2）セグメント間の内部

売上高
17,038 646 50 5,344 23,078 △23,078 －

計 232,341 84,496 147,934 70,148 534,919 △23,078 511,841

営業利益 7,301 82 10,539 2,663 20,585 △3,367 17,218

　（注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。

(2）各区分に属する主な国又は地域

米州………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル

欧州………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス

アジア・オセアニア……中国、タイ、インド、マレーシア、オーストラリア

２．会計処理基準等の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が「日本」で402百万円減少している。

　　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（3）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、

当第２四半期連結累計期間の営業利益が「米州」で248百万円、「欧州」で288百万円それぞれ減少してい

る。

　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の耐用年数を変更している。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「日本」で179

百万円、「消去又は全社」で4百万円それぞれ減少している。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 42,082 75,173 42,319 159,574

Ⅱ．連結売上高（百万円）    254,012

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
16.6 29.6 16.6 62.8

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 83,952 148,328 84,677 316,957

Ⅱ．連結売上高（百万円）    511,841

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
16.4 29.0 16.5 61.9

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。

(2）各区分に属する主な国又は地域

米州………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル

欧州………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス

アジア・オセアニア……中国、タイ、インド、マレーシア、オーストラリア

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はないため、記載していない。

（デリバティブ取引関係）

当社及び連結子会社はデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項なし。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 205円09銭 １株当たり純資産額    297円75銭

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 178,019 255,476

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
15,758 19,882

（うち少数株主持分） (15,758) (19,882)

普通株式に係る四半期連結会計期間末

（連結会計年度末）の純資産額（百万

円）

162,261 235,594

１株当たり純資産額の算定に用いられた

四半期連結会計期間末（連結会計年度

末）の普通株式の数（千株）

791,161 791,248

２．１株当たり四半期純利益金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額     12円88銭 １株当たり四半期純利益金額      6円18銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していない。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（百万円） 10,189 4,887

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 10,189 4,887

普通株式の期中平均株式数（千株） 791,212 791,190

（重要な後発事象）

該当事項なし。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を適用しているが、当該リース取引残高は前連結会計年度の末日に比べて著しい

変動が認められないため、記載していない。

　

　

２【その他】

　平成20年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

　(イ）中間配当による配当金の総額……………………2,373百万円

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………３円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月３日

（注）　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載もしくは記録された株主に対し、支払いを行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２０年１１月６日

ＤＩＣ株式会社  

 取締役会　御中   

 監査法人トーマツ   

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 天野　太道　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＩＣ株式会社

の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１日か

ら平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＤＩＣ株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計期間より

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用し、これに基づいて四半期連結財務諸

表を作成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。

EDINET提出書類

ＤＩＣ株式会社(E00901)

四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

